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介護保険法（平成�年法律第���号）第��条の規定に基づき、次の指定居宅サービス事業者から当該指定居宅サービス

の事業の廃止届けがあったので、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成�	年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成�	年
月��日 (�)

事業者の名称 指定した事業 事業所の名称 事業所の所在地 廃止年月日

社会福祉法人 ことぶき
福祉会

訪問入浴介護
第二ことぶき園訪問入浴
介護事業所

出雲市古志町����―
 平成��年��月��日

� �

� �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業廃止の届出 (高齢者福祉課) �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者の事業所の名称変更の届出 ( 〃 ) �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者の事業所の所在地変更の届出 ( 〃 ) �

介護保険法の規定に基づく指定居宅介護支援事業廃止の届出 ( 〃 ) �

介護保険法の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の事業所の所在地変更の届出 ( 〃 ) �

介護保険法の規定に基づく指定介護療養型医療施設の指定の辞退 ( 〃 ) �

土地改良区の役員の就任及び退任（�件） (農 村 整 備 課) �

県営土地改良事業の工事の完了（�件） ( 〃 ) 	

保安林の指定施業要件の変更（�件） (森 林 整 備 課) 	

森林法第���条の規定による告示及び掲示 ( 〃 ) �

土地収用法の規定に基づく事業の認定 (用 地 対 策 課) �

電線共同溝を整備すべき道路の指定 (道 路 維 持 課) �

����

地方自治法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく選挙権を有す ��

る者の総数の����及び���の数

不在者投票を行うことができる施設の指定の取消 ��

不在者投票を行うことができる施設の指定 ��


 �

平成��年度島根県市町村職員共済組合決算 (市 町 村 課) ��

� �

平成�	年�月��日付け島根県報第����	号中 (会 計 課) ��

平成�	年�月��日付け島根県報号外第��号中 (議 会 事 務 局) ��

����������������������������������������������������
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平成�	年
月��日 (金)

� ������
(毎週火・金曜日発行)

�������������	
����
��	����



島 根 県 報
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介護保険法（平成�年法律第���号）第��条の規定に基づき、次の指定居宅サービス事業者から当該指定に係る事業所

の名称の変更の届出があったので、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成�	年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成�	年
月��日(�)

掛合町 訪問入浴介護
掛合町好老センター訪問
入浴介護事業所

飯石郡掛合町大字掛合
����番地

平成�	年
月��日

掛合町 通所介護
掛合町好老センター通所
介護事業所

飯石郡掛合町大字掛合
����番地

平成�	年
月��日

掛合町 通所介護 ふれあいセンター
飯石郡掛合町大字入間
���番地


平成�	年
月��日

掛合町
短期入所生活
介護

えがおの里短期入所生活
介護事業所

飯石郡掛合町大字掛合
���番地�

平成�	年
月��日

社会福祉法人 加茂町社
会福祉協議会

訪問介護
ヘルパーステーションか
も

大原郡加茂町大字宇治
���番地

平成�	年
月��日

社会福祉法人 加茂町社
会福祉協議会

通所介護
加茂デイサービスセン
ター

大原郡加茂町大字宇治
���番地

平成�	年
月��日

社会福祉法人 加茂町社
会福祉協議会

通所介護
デイサービスセンター愛
あいの家

大原郡加茂町大字加茂中
���番地

平成�	年
月��日

石見町
短期入所生活
介護

石見町立特別養護老人
ホーム「桃源の家」

邑智郡石見町大字矢上
����番地

平成�	年
月��日

社会福祉法人 桜江福祉
会

訪問入浴介護
訪問入浴介護センターさ
くらえ

邑智郡桜江町大字小田
���番地�

平成�	年
月��日

くにびき農業協同組合 訪問入浴介護
��くにびき福祉センター
「サン・エールたまゆ」

八束郡玉湯町大字湯町
	��―�

平成�	年
月��日

社会福祉法人 松豊会 訪問入浴介護
津田訪問入浴介護セン
ター

松江市西津田��丁目��―
��

平成�	年
月��日

社会福祉法人 羽須美村
社会福祉協議会

訪問入浴介護
社会福祉法人 羽須美村
社会福祉協議会 訪問入
浴介護事業所

邑智郡羽須美村大字下口
羽���

平成�	年�月Ⅰ日

社会福祉法人 太陽とみ
どりの里

訪問看護
太陽とみどりの里訪問看
護ステーション

能義郡広瀬町下山佐���―



平成�	年
月��日

事業者の名称
事業所の名称
変更に係る事
業

事 業 所 の 名 称
事業所の所在地

変 更
年月日変 更 前 変 更 後

医療法人社団 水澄
み会

痴呆対応型共
同生活介護

グループホームみず
すみ

グループホームゆう
な

那賀郡三隅町大字河
内�	�番地�

平成��年
�月�日

社会福祉法人 ��

いずも福祉会
訪問介護

社会福祉法人ＪＡい
ずも福祉会 みどり
の郷介護ほっとス
テーション平田

社会福祉法人ＪＡい
ずも福祉会 みどり
の郷平田

平田市平田町����―
�

平成�	年
�月�日



島 根 県 報
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介護保険法（平成�年法律第���号）第��条の規定に基づき、次の指定居宅サービス事業者から当該指定に係る事業所

の所在地の変更の届出があったので、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成�	年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


介護保険法（平成�年法律第���号）第��条の規定に基づき、次の指定居宅介護支援事業者から当該指定居宅支援の事

業の廃止の届出があったので、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成�	年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成�	年
月��日 (�)

事業者の名称
事業所の所在
地変更に係る
事業

事業所の名称
事 業 所 の 所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

社会福祉法人 頓原
町社会福祉協議会

訪問介護
頓原町社会福祉協議
会 指定訪問介護事
業所

飯石郡頓原町大字頓
原村��	
―�

飯石郡頓原町大字頓
原村��	�

平成��年
�月�日

サンキ・ウエルビィ
株式会社

訪問看護
サンキ・ウエルビィ
介護センター出雲

出雲市塩冶有原町
�―��―�

出雲市姫原�丁目
�―�

平成��年

月��日

石見銀山農業協同組
合

訪問介護
ＪＡ石見銀山ホーム
ヘルパーステーショ
ン

大田市長久町長久ロ
�	�―��

大田市長久町長久ハ
�	―�

平成��年

月��日

特定非営利活動法人
こだま

訪問介護
ホームヘルプサービ
スこだま

松江市上乃木�丁目
�―��

松江市西嫁島�―
�―�


平成��年
��月Ⅰ日

株式会社 サクシー
ド・グループ

福祉用具貸与
株式会社 サクシー
ド・グループ ケア
サービスりんご

出雲市大津新崎町


丁目��

出雲市大津新崎町


丁目��

平成��年
��月��日

特定非営利活動法人
はっぴーライフ

訪問介護
特定非営利活動法人
はっぴーライフ

松江市東津田町字石
屋����番地�	

松江市雑賀町�	番地
平成��年
��月�日

社会福祉法人 草雲
会

通所介護
憩いデイサービスセ
ンター

八束郡東出雲町大字
下伊東����―�

八束郡東出雲町大字
下伊東����―�

平成��年
��月��日

サンキ・ウエルビィ
株式会社

訪問介護
サンキ・ウエルビィ
介護センター松江

松江市西嫁島�丁目
�―�

松江市浜乃木
丁目
�	―�

平成�	年
�月��日

特定非営利活動法人
訪問介護ステーショ
ン やすらぎ

訪問介護
訪問介護ステーショ
ン やすらぎ

邇摩郡仁摩町大字仁
万町
��番地


邇摩郡仁摩町大字仁
万町����番地�

平成�	年
�月�日

有限会社 幸久の家 通所介護
幸久の家デイサービ
スセンター

大田市大田町吉永
����―�

大田市久利町久利	


�番地
平成�	年
�月�日

社会福祉法人 ��

いずも福祉会
訪問介護

社会福祉法人ＪＡい
ずも福祉会 みどり
の郷平田

平田市平田町����―
�

平田市平田町����―
�

平成�	年
�月�日

社団法人 島根県看
護協会

訪問看護
訪問看護ステーショ
ンやすらぎ

松江市西津田�丁目
�番�	

松江市浜乃木�丁目
�番��号

平成�	年
�月�日



島 根 県 報
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介護保険法（平成�年法律第���号）第��条の規定に基づき、次の指定居宅介護支援事業者から当該指定に係る事業所

の所在地の変更の届出があったので、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


介護保険法（平成�年法律第���号）第���条の規定に基づき、指定介護療養型医療施設が次のとおり指定を辞退したの

で、同法第���条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


土地改良法（昭和�
年法律第���号）第��条第��項の規定により、次の土地改良区から役員の就任及び退任の届出があっ

たので、同条第��項の規定により告示する。

平成��年	月��日

第�
���号 平成��年	月��日(
)

事業者の名称 事業所の名称 事 業 所 の 所 在 地 廃止年月日

掛合町
掛合町国民健康保険直営掛
合診療所 介護支援室

飯石郡掛合町大字掛合���� 平成��年�月��日

医療法人 出雲勤労者健康
管理協会

出雲看護サービスセンター 出雲市大津町��
� 平成��年�月�日

松江保健生活協同組合
東出雲つばさステーション
居宅介護支援

八束郡東出雲町揖屋����番地� 平成��年�月��日

事業者の名称 事業所の名称
事 業 所 の 所 在 地 変更年月

日変 更 前 変 更 後

社会福祉法人 掛合
町社会福祉協議会

社会福祉法人 掛合町
社会福祉協議会 居宅
介護支援事業所

飯石郡掛合町大字掛合����
飯石郡掛合町大字掛合���―
�

平成��年
�月�日

社会福祉法人 石見
町社会福祉協議会

石見町社会福祉協議会
居宅介護支援事業所

邑智郡石見町大字矢上�
�

番地
邑智郡石見町大字中野��
�

番地�

平成��年
�月�日

社団法人 島根県看
護協会

島根県看護協会 訪問
看護ステーションやす
らぎ

松江市西津田�丁目�番�� 松江市浜乃木�丁目�―��
平成��年
�月�日

開設者の名称 施 設 の 名 称 施 設 の 所 在 地 指定辞退年月日

松江保健生活協同組合
松江生協リハビリテーショ
ン病院

松江市佐草町
��―� 平成��年�月��日

医療法人 古沢整形外科医
院

古沢整形外科医院 松江市上乃木�丁目	―� 平成��年��月�日
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島根県知事 澄 田 信 義

揖屋干拓地土地改良区

� 就任した役員の氏名及び住所

理事

池田 仁志 松江市東津田町���番地

� 就任年月日

平成��年�月��日

� 退任した役員の氏名及び住所

理事

矢野 秋雄 松江市東津田町���	番地

��������	


土地改良法（昭和
�年法律第���号）第�
条第��項の規定により、次の土地改良区から役員の就任及び退任の届出があっ

たので、同条第�	項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

邑智郡口羽村土地改良区

� 就任した役員の氏名及び住所

理事

日高 忠正 邑智郡羽須美村大字上口羽


番地

井上 昌義 邑智郡羽須美村大字下口羽���番地�

栗原 満男 邑智郡羽須美村大字下口羽
		番地�

藤原 光三 邑智郡羽須美村大字下口羽����番地

三上 徹 邑智郡羽須美村大字上田���	番地

遠堂 武雄 邑智郡羽須美村大字上田��
番地�

平佐 達 邑智郡羽須美村大字上田
�番地

監事

福田 誠治 邑智郡羽須美村大字上口羽��
番地

三上 茂 邑智郡羽須美村大字下口羽
�
番地�

荒砂 保昭 邑智郡羽須美村大字下口羽��
番地

井上 直樹 邑智郡羽須美村大字下口羽�	��番地

� 就任年月日

平成��年�月�
日

� 退任した役員の氏名及び住所

理事

加藤 末市 邑智郡羽須美村大字上田�
	番地

今手 惣三 邑智郡羽須美村大字下口羽���番地�

三上鎌次郎 邑智郡羽須美村大字下口羽���番地�

日高 忠正 邑智郡羽須美村大字上口羽


番地

日高 軍二 邑智郡羽須美村大字下口羽���番地�

日高 伊三 邑智郡羽須美村大字下口羽���番地�

藤倉 鶴市 邑智郡羽須美村大字下口羽���
番地�

第���
�号 平成��年�月��日 (�)
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監事

永井二三一 邑智郡羽須美村大字上田����番地�

加藤 正三 邑智郡羽須美村大字上田���番地

鋳物 保男 邑智郡羽須美村大字上田��番地

栗原 満男 邑智郡羽須美村大字下口羽���番地	

��������	


次に掲げる県営土地改良事業の工事は完了したので、土地改良法（昭和��年法律第
��号）第

�条の�第�項の規定に

より告示する。

平成
�年
月

日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


次に掲げる県営土地改良事業の工事は完了したので、土地改良法（昭和��年法律第
��号）第

�条の�第�項の規定に

より告示する。

平成
�年
月

日

島根県知事 澄 田 信 義

��������



次のように保安林の指定施業要件を変更する予定の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�に

おいて準用する同法第��条の規定により告示する。

平成
�年
月

日

島根県知事 澄 田 信 義

	� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

鹿足郡六日市町・日原町・美濃郡匹見町（以上�町国有林。次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

第
����号 平成
�年
月

日(�)

事 業 名 完了年月日

穂日島地区 用排水施設事業（県営畑地帯総合整備事業） 平成
�年

月��日

事 業 名 完了年月日

北三瓶地区（第	工区）区画整理事業（県営中山間地域総合整備事業） 平成
�年�月
�日

北三瓶地区（第�工区）区画整理事業（県営中山間地域総合整備事業） 平成
�年�月
�日

北三瓶地区（第�工区）区画整理事業（県営中山間地域総合整備事業） 平成
�年�月
�日

北三瓶地区（第�工区）区画整理事業（県営中山間地域総合整備事業） 平成
�年�月
�日

北三瓶地区（第�工区）区画整理事業（県営中山間地域総合整備事業） 平成
�年�月
�日

北三瓶地区 用排水施設事業（県営中山間地域総合整備事業） 平成
�年�月��日



島 根 県 報

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

日原町（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

�� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

鹿足郡日原町・津和野町（以上�町国有林。次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

日原町・津和野町（以上�町について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

�� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

鹿足郡日原町（国有林。次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を島根県庁及び関係町役場に備え置いて縦覧に供

する。）

��������	


次のように保安林の指定施業要件を変更する予定の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�に

おいて準用する同法第��条の規定により告示する。

平成	�年
月		日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

那賀郡旭町・弥栄村・邑智郡瑞穂町・大和村・川本町（以上�町村国有林。次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

第	
���号 平成	�年
月		日 (�)



島 根 県 報

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を島根県庁及び関係町村役場に備え置いて縦覧に

供する。）

���������	

平成��年島根県告示第���号で保安林指定施業要件変更予定保安林とされた次の保安林については、当該処分に係る通

知の相手方が不分明であるので、森林法（昭和��年法律第���号）第���条の規定に基づき、その通知の内容を平田市役所

に掲示するとともにその要旨を告示する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 保安林の所在場所及び不分明である通知を相手方

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

��������
	

土地収用法（昭和��年法律第���号）第��条の規定に基づき事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 起業者の名称

安来市

� 事業の種類

安来節会館建設事業並びにこれに伴う市道改良工事・普通河川付替工事

� 起業地

イ 収用の部分

島根県安来市古川町字野畑地内

ロ 使用の部分

島根県安来市古川町字野畑地内

第�
���号 平成��年	月��日(�)

保 安 林 の 所 在 場 所 不分明である通知の相手方

市 名 町 名 字 名 地 番 保安林の所有者 住 所

平田 奥宇賀 堂庵
����

����
蒲生久仁恵 簸川郡大社町大字日御碕���

〃 〃 〃
����

����
高橋太十 平田市奥宇賀町���
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� 事業の認定をした理由

� 土地収用法第��条第�号の要件への適合性について

安来節会館建設事業並びにこれに伴う市道改良工事・普通河川付替工事（以下「本件事業」という。）のうち、安

来節会館建設事業（以下「本体事業」という。）は土地収用法 (昭和��年法律第���号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第�

条第	�号に掲げる「地方公共団体が設置する公共の用に供する施設」に関する事業に該当する。

また、本体事業の施行に伴い機能が不足する市道の改良工事及び機能が遮断される普通河川の付替工事（以下「関

連工事」という。）については、市道改良工事は法第�条第�号に掲げる「道路法による道路」に関する事業に該当

し、普通河川付替工事は同条第
号に掲げる「その他公共の利害に関係のある河川」に関する事業に該当する。

よって、本件事業は、法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 土地収用法第��条第
号の要件への適合性について

本件事業の起業者である安来市は、地方債及び一般財源により財源措置を講じているので、法第��条第
号の要件

を充足するものと判断される。

� 土地収用法第��条第�号の要件への適合性について

① 本件事業は、「新・安来市総合計画」に位置付けられている安来節会館を整備するものであり、市民や観光客に

対し安来節に関係する唄、踊りの指導や講習を行うこと等により安来節の普及及び発展に資すると見込まれること

から、本件事業を施行することにより得られる利益は、相当程度存するものと考えられる。

② 一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業地の選定にあたり、複数の候補地の中から社会的条

件、技術的条件及び経済的条件等を比較検討した結果それらの条件を最も良く満たすものを採用していることから、

軽微なものであると考えられる。

③ ①で述べた得られる利益と②で述べた失われる利益とを比較衡量した結果、前者が後者に優越すると認められる。

よって、本件事業は法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 土地収用法第��条第�号の要件への適合性について

安来節は、全国的に有名な民謡であり、全国には安来節に関連する唄・三味線・鼓・踊りや銭太鼓などの愛好者が

多数存在する。

そして、「民謡安来節を今まで以上に広めるために自らの目や耳で楽しんでもらう拠点が必要である」との市民や

愛好者の要望を受け、安来市は「新・安来市総合計画」に安来節会館の建設を重点プロジェクトとして掲げており、

本件事業はこの計画を実行しようとするものであることから、早急に事業を実施する必要があると認められる。

また、本件事業に係る起業地は、本体事業及び関連工事の施設規模及び利用目的等から勘案し、必要最小限度の範

囲であると認められる。

さらに、収用の範囲は、恒久的に設置される施設の用に供する起業地の範囲内にあり、それ以外の範囲は使用とし

ていることから、収用又は使用の別についても合理的であると認められる。

よって、土地を収用し、又は使用する公益上の必要があると認められるため、法第��条第�号の要件を充足するも

のと判断される。

� 結論

既述のとおり、本件事業は法第��条各号の要件を充足するものと判断される。

よって、本件事業について、法第��条の規定に基づき、事業の認定をするものである。

� 土地収用法第��条の
第
項の規定による図面の縦覧場所

安来市役所

��������	


電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成�年法律第	�号）第�条第�項の規定に基づき、次のとおり電線共同溝

を整備すべき道路を指定したので、同条第�項の規定により告示する。

第�
���号 平成��年�月��日 (�)
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平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� � � � � � � � 	


����������	
���

地方自治法（昭和��年法律第��号）第��条第�項、第��条第�項、第��条第�項、第	
条第�項、第	�条第�項、第	�

条第�項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和��年法律第���号）第�条第�項に規定する選挙権を有

する者の総数の�
分の�の数又は
分の�の数（その総数が�
万を超える場合にあっては、その超える数に�分の�を乗

じて得た数と�
万に
分の�を乗じて得た数とを合算して得た数）は次のとおりである。

平成��年�月��日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美

� 地方自治法第��条第�項及び第��条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の�
分の�の数 ������

� 地方自治法第��条第�項、第	�条第�項及び第	�条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の
分の�の数（そ

の総数が�
万を超える場合にあっては、その超える数に�分の�を乗じて得た数と�
万に
分の�を乗じて得た数とを

合算して得た数） ��	�
��


 地方自治法第	
条第�項の規定による各選挙区における選挙権を有する者の総数の
分の�の数（その総数が�
万を

超える場合にあっては、その超える数に�分の�を乗じて得た数と�
万に
分の�を乗じて得た数とを合算して得た数）

八束第一選挙区 �����

八束第二選挙区 �����

八束第三選挙区 �����

能義選挙区 ��
��

仁多選挙区 ����


大原選挙区 	��	�

飯石選挙区 ��	�


簸川第一選挙区 �����

簸川第二選挙区 ����	

簸川第三選挙区 �����

邑智選挙区 ��	��

那賀選挙区 ����


鹿足選挙区 ��	�


隠岐選挙区 �����

松江選挙区 ������

浜田選挙区 ������

出雲選挙区 �����	

益田・美濃選挙区 ������

第���	
号 平成��年�月��日(�
)

道路の種類 路 線 名 区 間
上り線又は
下り線の別

指定年
月 日

県 道 出雲大社線 出雲市天神町��番�地先から同市白枝町����番�地先まで 上り線
平成��年
�月��日

〃 〃 出雲市天神町��番�地先から同市白枝町����番�地先まで 下り線 〃
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大田・邇摩選挙区 ������

安来選挙区 �����

江津選挙区 ����	

平田選挙区 
��	�

� 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第�条第
項の規定による選挙権を有する者の総数の�分の
の数（その

総数が��万を超える場合にあっては、その超える数に�分の
を乗じて得た数と��万に�分の
を乗じて得た数とを合

算して得た数） �������

��������	
��
���

公職選挙法施行令（昭和��年政令第��号）第��条第�項及び第�項第�号、漁業法施行令（昭和��年政令第	�号）第�

条の規定により準用する公職選挙法施行令第��条第�項及び第�項第�号並びに農業委員会等に関する法律施行令（昭和

��年政令第
�号）第�条の規定により準用する公職選挙法施行令第��条第�項及び第�項第�号の規定による不在者投票

を行うことができる施設について、次のとおり指定を取り消した。

平成��年�月��日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美

指定を取り消した施設

��������	
��
���

公職選挙法施行令（昭和��年政令第��号）第��条第�項及び第�項第�号、漁業法施行令（昭和��年政令第	�号）第�

条の規定により準用する公職選挙法施行令第��条第�項及び第�項第�号並びに農業委員会等に関する法律施行令（昭和

��年政令第
�号）第�条の規定により準用する公職選挙法施行令第��条第�項及び第�項第�号の規定により、不在者投

票を行うことができる施設を次のとおり指定した。

平成��年�月��日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美

� �

地方公務員等共済組合法（昭和	
年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、平成��年度決算の要旨を公告する。

平成��年�月��日

島根県市町村職員共済組合理事長 島 田 二 郎

第�����号 平成��年�月��日 (��)

名 称 所 在 地 指定取消年月日

頓原町老人ホーム 飯石郡頓原町大字頓原村����番地 平成��年�月	�日

大和村立養護老人ホーム 御領学園 邑智郡大和村大字都賀本郷�		番地 平成��年�月	�日

名 称 所 在 地 指定年月日

養護老人ホーム 琴引の里 飯石郡頓原町大字頓原村����番地 平成��年�月�日

養護老人ホーム 御領学園 邑智郡大和村大字都賀本郷�		番地 平成��年�月�日



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日(��)

損益計算書の要旨 (単位：千円)

経 理 区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 基礎年金
支 払

収

入

負 担 金 ��	
����� ��	
��
�� ������� �

����

掛 金 ��		����� ���
��	�	 �

���


施設収入・
商 品 売 上 �����	�

基 礎 年 金
交 付 金 ��
���
��

利 息 及 び
配 当 金 ����� ������� ��	 	�� � �	����� �����
� ����	

その他の収入 ��
���� ������ � ����� 
�� ������ ������ �������

他経理から
繰 入 
����	 ������

前年度支払
準 備 金 �����	�

前年度繰越長
期給付積立金 ����	���		

計 ���	��������������� ����	�
 �	���	� �����	� �	����� 
������ �	���� �������

支

出

給 付 
������	����������


役職員給与 �	���� �����	 �����
� 
����� ������ ������

旅費・事務費 ��
�� ��	�� ���
� 	���� ����� �����

商 品 仕 入 ����
�

飲食材料費 ����
	�

委 託 費 ����� 
���
 
����� ��
��

支 払 利 息 ��� �		���� ������	 �����

連合会払込金 ������� ����� ����� ��� �
��
�

老 人 保 健
拠 出 金 ����
����

退職者給与
拠 出 金 ����
��

介護納付金 
���	��

基 礎 年 金
拠出金負担金 
��������

他経理へ繰入 �	���� �	���� ������

その他の支出 
�		� ������ �	����� �
���	� ���	�
 ������ ������ �������

次年度支払
準 備 金 �������

次年度繰越長
期給付積立金 ���	������

計 ������	������������ �

���� ����
�� �	
���	 �
	��
� 
�����	 ������ �������

差引当期利益金又
は当期損失金(△) △�
����� � ������ ��	���� �����	 �
	���� ���	� ����� �
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� �

平成��年�月��日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

平成��年	月
�日付け島根県報号外第
�号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第�����号 平成��年�月��日 (�
)

貸借対照表の要旨 (単位：千円)

経 理 区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 基礎年金
支 払

資

産

流 動 資 産 ����
���
 ��������
 ������
 ����
�� ����
� ��������� ������ �������

固 定 資 産 
��������� ����� ����
 ������
��������������
����
 
��

資 産 合 計 ����
���
���������
 ������� ������
 ��������������
�����
������ ����
�� �

負

債

流 動 負 債 �
����� 
���� ������ 
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ページ 箇 所 誤 正

� 裏面次の金融機関の島根
県内の各店舗の項中

島根県信用農業協同組合

島根県信用漁業協同組合

島根県信用農業協同組合連合会

島根県信用漁業協同組合連合会

� 裏面次の金融機関の島根

県内の各店舗の項中

島根県信用農業協同組合

島根県信用漁業協同組合

島根県信用農業協同組合連合会

島根県信用漁業協同組合連合会

ページ 行 誤 正

� 下から� 島根県告示 島根県議会告示
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